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〔研修 ID：A-01〕 

 

令和７年度 消費者教育学生セミナー（オンライン） 

実施要領 
 

令和７年６月 

主  催：日 本 消 費 者 教 育 学 会 

 独立行政法人国民生活センター 

後 援：消 費 者 庁 、 文 部 科 学 省 

   

１．目  的    消費者教育に関する研究の推進を支援するとともに、大学間の交流を通じて消費者教育への 

理解を深める 

２．対  象   大学生・大学院生 

３．日  時   令和７年8月 29日（金） 開講 10：00 ／ 閉講 16：30 

（Web 会議サービス（Zoom）を用いてオンラインワークショップ（リアルタイム配信）を行 

います。） 

４．予定人員   50 名 

５．主  催   日本消費者教育学会、独立行政法人国民生活センター 

６．問合せ先   独立行政法人国民生活センター教育研修部教務課  

担当：吉田、三浦 

         責任者：教育研修部長 加藤 玲子 

         〒108-8602 東京都港区高輪3-13-22 

                  TEL:03-3443-6207    FAX:03-3443-6201 

 

７．カリキュラム  

（１）事前動画視聴課題（配信開始予定：8月 18日（月）） 

ワークショップを楽しく効果的に進めるため、29日当日までに受講者が個人で下記動画をご視聴ください。  

 

 １）講義「消費者市民社会における消費者の役割」 

岐阜大学副学長・日本消費者教育学会長 大藪 千穂       

 

 

          

 

    
２）講義「消費者の行動力を高めるアクティブラーニングの教材紹介」 

 公益財団法人消費者教育支援センター副主任研究員 河原 佑香 

 

 

 

 

 

 

 

３）実践報告「デジタル社会における幼児期の消費者教育」 

 弘前大学教育学部加賀恵子研究室 学生プロジェクトKirschbaum 

 

 

 

 

消費者の自立に向けた教材を紹介し、アクティブラーニングの手法について学びます。また教材を通じ

て、消費者教育のねらい等を理解し、ワークショップでの議論の参考にします。 
＊講義を参考に、ワークショップ実施日までに、各自で教材を探してグループ内で1つ紹介できるよう

にしておいてください。 

大学生が担い手となり、幼児期の子ども達に対してすごろくゲーム等を用いて啓発活動を行う様子につ

いて実践報告をします。 

消費者教育推進法に定義されている消費者市民社会の基本を理解し、持続可能な開発目標 SDGs との関

連や課題解決に向けた消費者の具体的な行動例について学びます。また、デジタル化の進行による消費

者を取り巻く環境変化と、消費者が身に付けるべき力についても取り上げます。 
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（２）オンラインワークショップ（8月 29日） 

  9:30-10:00     参加者確認・音声確認 

10:00-10:10 開講・オリエンテーション(趣旨説明) 

10:10-10:30   自己紹介・アイスブレイク    

 金城学院大学准教授 小田 奈緒美 

 

ワークショップ「テーマ：みんなでつくる消費者市民社会のための消費者教育の提案」 

10:30-10:40    ① テーマの説明とワークショップの進め方 

法政大学大学院准教授・公益財団法人消費者教育支援センター首席主任研究員  柿野 成美 

 

10:40-12:00     ② グループディスカッション（意見交換とプレゼン内容の検討） 

アドバイザー講師：  

椙山女学園大学 東 珠実 法政大学大学院 柿野 成美 

日本女子大学 天野 晴子 日本女子大学 勝又 淳司 

東京経済大学 小木 紀親 消費者教育支援センター 河原 佑香 

金城学院大学 小田 奈緒美 消費者教育支援センター 小林 知子 

東京家政学院大学 小野 由美子 武庫川女子大学 吉井 美奈子 

 

 

 

 

 

12:00-13:00  ＜お 昼 休 憩＞ 

13:00-14:30  ③ グループディスカッション（午前中の②の続き、意見交換とプレゼン内容の検討） 

14:30-14:45 ＜休憩＞ 

14:45-15:45  ④ 発表（1グループ7分×8グループ） 

15:45-15:50   ⑤ 投票  

15:50-16:05   ⑥ 講評    

日本女子大学教授・日本消費者教育学会副会長 天野 晴子 

 

 

 

 

16:05-16:20   ⑦ グループ別振り返り 

16:20-16:30   閉会  

 

＊講師の都合等によりカリキュラムを変更することがあります。 

 

 

８．受講方法   参加希望の方は、下記ウェブサイトの申込フォームよりお申し込みください。 

https://www.kokusen.go.jp/seminar/info.html 

受付期間 令和７年７月８日（火）～８月１２日（火）  
 

研修申込受付システムに関するお問合せは、ヘルプデスク(受託事業者：株式会社イン 

ソース)までお願いいたします。  

ヘルプデスク電話番号：03-6902-1331  

※受付時間 ９：30～17：30（土日祝日を除く）  

※講座内容に関するお問合せは「６．問合せ先」までお願いいたします。 

             

９．受講料   無料 

         ※機材は受講者においてご準備ください。通信費等は受講者がご負担ください。 

グループに分かれて、消費者市民社会実現に向けた消費者教育の具体的な提案を行います。講義で身に

付けた知識をグループごとの対話によって深め、新たな提案としてまとめ、アドバイザー講師の支援の

もと発表につなげていきます。 

グループごとに、消費者市民社会実現に向けた消費者教育案のプレゼンテーションを行います。発表で

は、自分以外のグループに１票を投じ、その結果によって最優秀賞を決定します。 
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10．受講決定   お申込みを受け付けましたら、入力いただいたメールアドレス宛に申込完了メールが送付され

ます。受付完了メールをもって受講決定となりますので、内容をご確認ください。 

 

11．申込内容変更・キャンセルについて   

 

      １．申込内容変更・キャンセルは可能な限り研修申込期間内（申込締切日：令和７年８月１２日 

（火））に申込システム上の「申込内容確認・変更」画面で手続をしてください。 

２．申込締切後の内容変更は研修開講日の前日の営業日まではヘルプデスク、当日は教育研修部 

教務課までお電話にてご連絡ください。 

＜ヘルプデスク＞ 

電話番号 03-6902-1331 

受付時間 9：30～17：30（土日祝日を除く） 

＜教育研修部教務課＞ 

電話番号 03-3443-6207 

受付時間 9：30～12：00 13：00～18：15 

      ３．申込締切後のキャンセルは教育研修部教務課までお電話にてご連絡ください。 

※お電話にてご連絡いただく際には本講座の研修ID（Ａ－０１）をお伝えください。 

  

12．その他     

（１）研修受講について 

・WEB 会議サービス（Zoom）を用いてオンラインワークショップ（リアルタイム配信）を行います。 

（研修前の接続テストまでに視聴するパソコンに当該ソフトをインストールしていただく必要があります。） 

・機材（パソコン、WEB カメラ及びWEB マイク）をご準備ください。 

・受講方法等については「国民生活センター研修・講座 リアルタイム配信ポータルサイト（以下、「ポータル

サイト」）」においてご案内いたします。 

・受講者には８月18日（月）に、ポータルサイトへのログイン情報を委託事業者（テクノブロード株式会社）

よりメールでお知らせします。メールアドレスドメイン「support@r-kenshu.kokusen.go.jp 」を受信できる

よう予め設定しておいてください。 

・動作環境は次のとおりです。 

OS：Windows 10、Windows 11、iOS 13 以降、Android 8以降 

ブラウザ： Microsoft Edge、Firefox、Google Chrome（SSL 暗号化通信対応ブラウザ） 

・ポータルサイトへの登録は申込時の登録情報をもとに行いますので、特に受講者名、メールアドレスはお間

違いのないようご注意ください。 

・研修前に WEB 会議サービスへの接続テストを行っていただく予定です（８月 25 日（月）、26 日（火）頃を

想定）。 

・研修当日は、開講前の音声テストに必ずご参加ください。 

※本研修の受講者管理及び運営等業務を外部委託いたします。WEB 会議サービスへの招待、参加者確認等のた

め、研修申込担当者のメールアドレス、受講者氏名、所属等を受託事業者（テクノブロード株式会社）に提

供します。 

 

（２）受講に当たっては以下の点にご留意ください。 

・機材・媒体を問わず、録音、録画及び配信等、これに準じる行為は固く禁止します。 

・ネット回線のトラブル等で受講できない可能性があります。 

オンデマンド配信などの代替措置をとることはできませんのでご了承ください。 

・申込人数より多い人数での聴講は禁止します。 

 

13．講座を中止する場合の連絡について 

  諸般の事情により講座を中止することを決定した場合には、申込時にご記入のメールアドレス宛に、速やか 

にご連絡をいたしますのでご確認ください。 
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14．講座内容のお問合せ先 

国民生活センター教育研修部教務課  吉田、三浦 

〒108-8602 東京都港区高輪3-13-22  

Tel：03－3443－6207（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）/Fax：03－3443－6201 

 

   日本消費者教育学会 令和７年度消費者教育学生セミナー実行委員会 

    ○委員長：柿野 成美（法政大学大学院）、東 珠実（椙山女学園大学）、天野  晴子（日本女子大学）、

小野 由美子（東京家政学院大学）、小田 奈緒美（金城学院大学） 


